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2B27 NEDO 技術開発機構の 研究開発における 知的財産権 の 

取得・管理に 関する考察 

0 深野 球也 ，山崎 晃 ，川上千代子 (NEDO) 

独立行政法人 新 エネ、 ルギー・産業技術総合開発機構 ( 以下「 NEDO 」という。 ) の研究開発 
プロジェクトにおいて 創出される知的財産権 を有効に活用し 産業競争力強化に 繋げるため、 NED 
0 の関与方法及び 研究開発プロジェクトの 委託事業者の 役割と能力について 考察した。 

1. はじめに 

わが国の産業競争力を 維持・発展させていく 基本計画策定双後の 開始の段階においては、 
ためには、 知的財産分野におけるバローバル な 当該研究開発プロジェクトを 統括するプロジ 

競争を意識した 戦略的対応が 一層重要となっ ェ クト推進会議内に 研究企画チームを NED 
てきているが、 わが国企業は 欧米企業に比して 0 に組織する。 

全般的に対応が 遅れているとされている。 研究計画の策定に 際しては、 記 チームは事前 
一方、 NEDO の研究開発プロジェクトでは、 評価の一環として 当該分野の技術体系図とそ 

プロジェクト 期間中に中間評価委員会を 開催 の中でのクリティカルパスとなる 技術の把握 

し、 プロジェクトの 目標達成度や 成果の実用化 を行う。 さらに、 そのクリティカルパスとなる 

等について評価を 行っている。 当該委員会では、 技術の打開に 向けて、 関連技術分野のロードマ 

NEDO のプロジェクトが 主に中長期でハイ ツ プ を作成し、 時間軸にあ れせて、 開発の タ一 

リスクな基盤的技術に 関する研究開発を 実施 ゲットとなる 技術分野の明確化を 図る。 さらに、 

するという性格上、 得られた成果の 特許化・ 標 開発ターゲットの 中で、 特許として権 利化すべ 

準 化についての 取り組みが不十分であ るとの 報 き 領域とそうでない 領域を明らかにする。 

告 がなされているところであ る。 

以上の背景から、 本稿では、 欧米および国内企 委託手業者 NEDO 

業を対象にした 特許の活用状況や、 特許戦略に関 

非分析を実施する。 特許 

に関する意思決定のフレームワーク、 NED0 の ( 開始段階 ) Ⅱ尭で特許化する 領域を暖 確 

しての先進企業や 特許ビジネス 関連企業の特許 巨ミコ Ⅰ 該 分野の特許分析を 行研究 

分析に基づき 重点領域を 

研究開発プロジェクトの 成果活用等の 動向を踏 化する。 

まえ、 NEDO の研究開発プロジェクトにおける 

技術開発・発明から 特許化のプロセスの 在り方、 
権 利活用のプロセスと 特許の活用方法について、 

者を且 き   研究 捕発 の進捗 に 同時に、 特許化すべき 内容 

( 実施段階 ) 応じて特許化を 推進する。 
NEDO の関与方法及び 委託事業者が 求めら 

を指導   チェツク する。 

れる役割と能力に 関する考察を 行った。 回 Ⅱ二三 て ⅠⅠ こ   ⅠⅠⅠ """" 。 " 。 """ 
成果報告の中の 特許分析 

ついて   成果報告Ⅰの 中で   レポートをチェック し、 成 

2. NEDO の研究開発プロジェクトへの 関与 

方法について ( 図 1 参照 )   
研究開発を効果的に 推進するため、 NEDO の 成果活用方策を 明確化す する   

  
は 以下に示す通り 研究開発の計画策定、 実施、 
成果の事業化の 各フェーズにあ れせて、 知的 射 図 1  研究開発プロジェクトの 特許取得に関する NEDO の関与 

産の計画策定とその 形成について 業務を行 う 

必要があ ると考えられる。 
2.2 研究開発段階 ( 実施段階 ) と成果活用段階 

2. 1 基本計画策定段階の 関与 ( 図 2 参照 ) 
の関与 ( 図 3 参照 ) 
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実施段階においては、 研究開発を有効に 推進 

するため研究企画チーム ( 委託事業者の 一部が 
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体制に加わっても 良い ) において技術調査を 実 

DO 主体 ) 
向など逐次モニタリンバを 行う。 さらに、 成果 

活用段階には、 委託事業者は、 研究成果のレポ 

一ト のみならず、 周辺技術を網羅した 技術調査 

施し、 競合技術・周辺技術、 競合研究組織の 動 口 

、 ジェク ト より権 利化した特許の 関係を整理し た レポートを NEDCN に提出する。 これによ り 

レポート、 さるこ、 当該分野の特許動向とプロ 回 
活動のみならず、 その周辺技術や 競合する活動 

を 把握し、 産業界の活動への 成果の有効活動に 

NEDCN ま 範囲の限定されたプロジェクトの 囲 
図 3  研究開発事業に 纏わる NEDO の関与 

関する方策を 検討することが 重要であ る。 

また、 実施段階に成果を 活用する事業が 既に 2.3 実施段階の事業化計画の 検討 

設定されている 場合は、 研究企画チームの 技術 ただし、 NED0 研究開発の限界も 考慮す 

調査及び知的財産の 権 利他動向について、 基本 べきであ る。 最も自覚しなければならないの 

計画策定段階で 設定した特許を 取得すべき 技 は NEDO が実施する研究開発プロジェクト 

御 領域に基づき 順調に権 利化が実施されてい は 、 効果の最大化の 観点から対象としている 

るか チェックを行い、 プロジェクト 内外の環境 事業のすべてを 網羅することはできないとい 
変化に応じて、 権 利化の方向性等を 含めた研究 う 点であ る。 従って、 NEDO で実施する 研 

計画を早期に 変更させる仕組みが 重要となる 究から出る特許等の 知的財産をもって、 知的 

と 考えられる。 財産収入を期待するビジネ、 スモデルは極めて 

さらに、 権 利化した成果活用の 最大化の観点 少数であ り、 一般的に単独の 特許の有効性は 
から、 複数 ( 分野横断的領域等 ) で研究開発 プ 高くないという 傾向があ る。 
ロジェク ト を実施する場合、 制度の適正な 運用 以上の背景から、 NEDO の研究開発を 通 

を 図る上でも、 新たな NEDO の役割を適宜 定 じた知的財産形成は、 各委託事業者の 研究成 

める必要があ る。 果を保護することはもちろんのこと、 その 研 

究を基点とし、 応用分野の事業領域での 技術 

的広がり、 海外あ るいは既存企業等の 競合す 

1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 る 技術、 標準化に関する 考え方などを 整理す 

ることに比重を 置くべきであ る。 特許化する 

以前の事業戦略、 技術戦略を多様な 観点で整 

理することは 有効な知的財産であ り、 事業化 

の視 ，点から成果として 活用できる範囲となる 

と 考える。 

従って、 実施段階には、 技術調査やそれを 

べ ー スとする戦略的事業化計画が 大きな価値 

となるため、 これを議論する 場を設けること、 

また、 それを報告資料として 整理することは 

どを心がけるべきであ る。 この中で、 ア イデ 

アの 整理を図ると 同時に、 研究より得られた 

t ぉィ 」。 - ゲ， ・ 分 "  成果の特許化等を 検討してゆくべきであ る。 

図 2  技術ロードマップ 上の開発分野の 整理 ( イメージ ) 

3.  NEDO の委託事業者に 組織される特許   

事業化部門に 求められる役割と 能力 
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NEDO の研究開発プロジェクトにおいて 

上述した委託事業者内に 組織すべき特許・ 事業 

化部門に求められる 能力・役割について 以下の 

点を整理した。 

3.1 ビジョンの中での 特許活動の明確な 定 

義 
「企業収益の 最大化のための 保有資産の最大 

活用」の観点で 特許を再評価するための ( 特許 

で儲けるのか、 事業で儲けるのか 等 ) 明確な指 

針 が必要であ る。 

昨今の状況としては、 自社保有特許の 権 利許 

諾を積極的に 行うことにより、 権 利から直接収 

益を得る活動は、 企業の保有資産の 有効活用と 

して評価される 傾向にあ る。 先進的企業の 多く 

は 、 特許を攻撃的、 すなわち他社にどのように 

影響を与えるかが 重要と考えるようになって 

きている。 従来、 このような視点で 特許活動を 

行ってこなかった 企業は、 まず自社にとっての 

意義を検討するとともに、 自らの持つ特許資産 

の 活用性を評価する 必要があ る。 
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 欧米先進企業には、 PPM  ( パテントポート 

フォリオマネ 、 一 ジャ 一 ) が配置されている 場合 

があ る。 PPM は、 自社及び他社の 出願状況や 

権 利保有の状況、 自社事業の今後の 方向性と 事 

業 環境、 ライセンスの 状況など、 事業の関連情 

報と知財関連情報を 両方併せ持つ 人材であ る。 
PPM のように、 事業と知財に 関する情報を 総 

合的に集約し、 判断できる人材を 育成し、 経営 

に 活用していくことが 重要であ る。 

3.3 研究開発企画段階からの 知的財産活動 

特許のライセンス 活動から安定した 収益を 

実現するためには、 研究開発企画の 段階から戦 

略性を持った 取り組みが必要であ る。 す な れ ち 、 

研究テーマの 設定や、 効率的な研究開発の 実施、 
発明の適切な 権 利化など、 成果の外部への 展開 

を念頭において、 各部門の役割を 明確にして実 

施することが 必要であ る。 

3.4 知的財産の営業機能が 必要 

自社の技術を 広く公開し関心のあ る企業を 

募集する公募型の 権 利許諾活動においては、 単 

に特許権 の実施許諾契約を 締結する事業とい 

う 捉え方から脱却し、 技術を求める 企業に対し 

てテクノロジーソリューションを 提供するサ 

ービス事業として 定義することが 必要であ る。 

単に保有資産の 有効活動という 提供者側の視 
点だけでは成果は 期待できず、 知的財産部門が 

営業機能を持って 主導的に動かなければ 知的 

財産は生かされないことに 注意すべきであ る。 

3.5 自社資産としての 知的財産価値の 見直し 

特許の価値は、 特許自体の優位性と 特許の適 

用分野の市場性で 評価されるとされている。 一 X ②特許適用分野の 市場性 

これは、 明確な適用市場イメージがなければ、 

②の市場性の 評価はできないということ、 また、 
単に自社技術、 アイデアの特許化だけを 図って 

いたのでは、 ①の特許の優位性は 評価できない 

ことを示している。 従って、 図 4 に示すように、 

特許の優位性は「技術的包含 度 」と「 先願性 ( 先 

発性 ) 」の軸で整理することができる。 特許資 

産の見直しを 図る企業は、 自社特許を上記のよ 

うな「特許の 優位性」で評価し、 優位性の低い 

特許の見直しを 進めるべきであ る。 

  

先 
願 
性 

低 

  技術包含 度   

柱 ) 枝折包含 度 とは 当誼 商品に必要な 技 化 などの程度 ヵ バ ー しているかという 無味であ る 

図 4  特許の優位性評価イメージ 

3.6 産業・適合分野の 特性を考慮 

また、 産業・適合分野の 特性により、 特許戦 

略を変えてゆくべきであ る。 例えば、 技術を表 

1 のように弁別し、 特許戦略を考えてゆくのも 
ひとつの方法であ る。 すな ね ち、 技術革新速度 
が 遅く、 自社技術のみで 製品化が可能なものに 
ついては、 特許で技術を 囲う戦略が必要であ る。 

一方、 技術革新速度が 速くなると、 自社技術だ 

けでは製品化が 困難な領域が 増加する。 この場 

一 423 一 



半導体型 造 自動車 

自社技術のみで 装置・半導体 産業機械 
は製品化が比較 山頂後、 向 、 % 台の 技術 功 功 き AV 機器 ナノテク 

    

自社技術のみで コンピュータ 

合 、 単体製品の特定領域に 特化した特許戦略の 

立案が有効と 考えられる。 

自社技術のみで 製品化が可能な 分野は、 当該 

分野を網羅する 技術開発を進め、 特許は網羅的 

に出願してゆくことが 望ましい。 従って、 この 

分野はかなり 網羅性のあ る特許出願をしてゆ 

くべきであ る。 

一方、 自社のみでは 製品化が困難な 領域につ 

いては、 絞り込んだ戦略が 必要となる。 全体の 

ビジネスを見通した 戦略と、 自社の差別化を 意 

議 した研究分野の 選定が必要となる。 その意味 

で、 絞り込んだ後の 研究開発だけに 注力 したの 

では、 最終的に事業・ 産業の活性化には 生かせ 

ない。 企業としては、 このような市場特性に 応 

じた特許出願を 行っていくことが 望ましい。 

技術革新の速度 2-3 年以下 -5 年 5 年以上 

( 製品寿命 ) 

事務 援 医療   

カメラ バイオ 

自社技術のみで 製品化が可能 製品化に必要 な技術を推理 し 柑 利他を図 フィルム 工業用化学品 民生用化学品 

  

は 製品化が極め ( パソコン ) 

て困難   
標準化が必要 プロバラムソフト アイデアをドキュメ 

ント化、 権 利化するテ 
ーマは打込み 

表 1  技術確信速度と 技術独立性 

4. おわりに 

研究開発を効果的に 推進するため、 NEDO 
は研究開発プロジェクトの 基本計画策定段階、 

研究開発実施段階、 成果活用段階のフェーズに 

応じて、 知的財産の形成について 適切な指導や 

体制構築を行うことが 重要であ る。 特に、 委託 

事業者採択前後の 研究開発プロジェクト 立ち 
上げ段階においては、 当該プロジェクトで 実施 

する研究開発の 特許性を含め、 研究成果の特質 

等を事前に分析し、 明確な差別化がなされてい 

ることを確認するプロセスが 極めて重要と 考 

えられる。 このため、 今後は特許分析並びに 研 

究開発分野の 重点領域の特許性を 見極めるた 

めの特許・標準化部門を 予めプロジェクト 体制 

内に組み込む 等の具体的な 措置を検討したい。 
また、 NEDO の研究開発事業を 通じた知的 

財産形成は、 特許化する以前の 技術戦略を多様 

な観点で整理することが、 事業サイドから 成果 

として活用できる 有効な知的財産となり 得る 

と考えられる。 すな ね ち、 上記特許・事業化部 

門として、 研究成果を特許化し 事業モデル毎に 

知的財産を保護するとともに、 研究プロジェク 

ト毎に目指す 事業モデルやスピード、 ライフサ 

イクル等の特質を 踏まえた上で、 特許情報とと 

もに応用分野の 技術的広がり、 海外あ るいは既 

存企業等の競合する 技術に関する 考え方等と 
の相互関係をマネ 、 ジメントサイクルの 要件と 

して整理することが 重要な役割の 一つであ る 

と 考える。 

く 参考文献 ノ 

「技術開発における 知的財産権 の戦略的取 
得・管理に関する 調査」 ( 平成 1 4 年度 NED 
0 資料 ) 
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